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   第 ６ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成31年２月25日(月曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時17分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成30年度熊本県一般会計補

正予算(第７号) 

 議案第３号 平成30年度熊本県収入証紙特

別会計補正予算(第１号) 

 議案第10号 平成30年度熊本県市町村振興

資金貸付事業特別会計補正予算(第１

号) 

 議案第14号 平成30年度熊本県公債管理特

別会計補正予算(第１号) 

 議案第37号 指定管理者の指定について 

 議案諮問第１号 退職手当支給制限処分に

対する審査請求に関する諮問について 

――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 末 松 直 洋 

        委  員 前 川   收 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員  田 大 造 

        委  員 大 平 雄 一 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 坂 本   浩 

       政策審議監 白 石 伸 一 

       危機管理監 松 岡 正 之 

    秘書グループ課長 府 高   隆 

    広報グループ課長 市 川 弘 人 

  くまモングループ課長 小金丸   健 

       首席審議員 

   兼危機管理防災課長 宮 本   正 

 総務部 

         部 長 池 田 敬 之 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 本 田 充 郎 

       政策審議監 青 木 政 俊 

      総務私学局長 満 原 裕 治 

        人事課長 小 原 雅 之 

        財政課長 下 山   薫 

    県政情報文書課長 村 上   徹 

      総務厚生課長 坂 本 弘 一 

      財産経営課長 永 江 昌 二 

      私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

       市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 間 宮 将 大 

      消防保安課長 門 﨑 博 幸 

        税務課長 増 田 要 一 

企画振興部 

         部 長 山 川 清 徳 

       政策審議監 岡 田   浩 

   地域・文化振興局長 水 谷 孝 司 

   交通政策・情報局長 藤 井 一 恵 

  首席審議員兼企画課長 内 田 清 之 

      地域振興課長 

 兼県央広域本部振興部長 倉 光 麻里子 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 西 尾 浩 明 

 川辺川ダム総合対策課長 吉 野 昇 治 

      交通政策課長 重 見 忠 宏 

    交通政策課政策監 清 田 克 弘 

      情報企画課長 島 田 政 次 

      統計調査課長 山 田 裕 二 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 能 登 哲 也 
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        会計課長 無 田 英 昭 

      管理調達課長 岡 村 英 治 

 人事委員会事務局 

         局 長 田 中 信 行 

  首席審議員兼総務課長 井 上 知 行 

       公務員課長 小 﨑   至 

 監査委員事務局 

         局 長 中 山 広 海 

         監査監 田 原 英 介 

         監査監 石 川   修 

         監査監 工 藤 真 裕 

 議会事務局 

         局 長 吉 田 勝 也 

     次長兼総務課長 横 井 淳 一 

        議事課長 中 村 誠 希 

      政務調査課長 上 村 祐 司 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課参事 小 池 二 郎 

   政務調査課課長補佐 岩 永 千 夏 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、定刻前であり

ますが、ただいまから第６回総務常任委員会

を開会いたします。 

 本日の委員会に４名の傍聴の申し出があり

ましたので、これを認めることといたしまし

た。 

 まず、本委員会に付託された議案第１号、

第３号、第10号、第14号及び第37号を議題と

し、議案について執行部の説明を求めた後

に、一括して質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔にお願いいたしま

す。 

 まず、総務部長から総括説明をお願いいた

します。 

 

○池田総務部長 それでは、今回提案してお

ります議案の概要について御説明申し上げま

す。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

議案第１号といたしまして、今月７日に成立

いたしました国の補正予算への対応分494億

9,100万円を追加しますとともに、今後の事

業執行見込みの精査等によりまして574億円

を減額しております。これらを合わせた補正

額については、79億1,000万円の減額補正と

なります。 

 この結果、補正後の予算規模は8,532億

2,100万円となりまして、このうち、平成30

年度における熊本地震関連予算は、最終的に

1,301億円となるところです。 

 このほか、条例の制定や専決処分の報告、

承認などにつきましても、あわせて御提案、

御報告を申し上げております。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

いては財政課長から、また、予算の詳細な内

容及び条例等議案につきましては各課長から

それぞれ御説明申し上げます。よろしく御審

議いただきますようお願い申し上げます。 

 

○内野幸喜委員長 次に、財政課長から、今

回の補正予算の概要等について説明をお願い

いたします。 

 

○下山財政課長 財政課でございます。 

 総務常任委員会説明資料の１ページをお願

いします。 

 平成30年度２月補正予算の概要についてで

すが、議案第１号として、今後の執行見込み

の精査による補正に合わせまして、防災・減

災、国土強靱化、ＴＰＰ対応など、国の第２

次補正予算に対応した予算を計上しておりま

す。 

 これらを合わせますと79億1,000万円の減

額補正となりまして、補正後の予算規模は

8,532億2,100万円となります。 

 次に、補正の主な内容ですが、中段(1)の

国の補正予算対応分として、地域道路改築費
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や農村地域防災減災事業などに494億9,100万

円を計上しております。 

 次に、(2)の通常分、これは、国補正以外

を通常分と呼んでおりますけれども、通常分

には、国道57号滝室坂トンネルの国直轄事業

負担金などを計上しております。 

 (3)熊本地震への対応分として、中小企業

等グループ補助金の追加や熊本高森線の街路

整備事業、土地区画整理事業を計上する一方

で、中小企業金融総合支援事業などを今後の

執行見込みに応じて減額しています。 

 資料２ページをお願いします。 

 今年度の熊本地震関係予算は、今回の補正

を加えますと1,301億円となります。 

 中段右側の棒グラフには、これまで３年間

の地震関係予算の割合を示しております。 

 なお、これまでの累計は、円グラフ記載の

とおり、8,550億円となります。 

 右下の表は、財源の内訳や実負担率を記載

しております。 

 １枚おめくりいただきまして、資料４ペー

ジをお願いします。 

 一般会計のほか、特別会計、企業会計の補

正予算の内訳を記載しております。これらに

ついては、それぞれ所管の委員会で御審議を

いただきます。 

 ５ページをお願いします。 

 次の６ページとあわせまして、歳入予算の

内訳を記載しております。いずれも最終予算

額に合わせた補正となっております。 

 １、県税、３、地方譲与税などが、税収の

伸びに応じた増額となっております。 

 ６ページをお願いします。 

 ９、国庫支出金、15、県債につきましては

通常分で、事業費の確定に伴い減額となりま

す一方、国補正予算分は、事業の追加に伴う

増額となります。 

 12、繰入金と14、諸収入が大きく減額とな

っております。 

 ７ページをお願いします。歳出予算の内訳

です。 

 １、一般行政経費は、右側補正額の説明欄

に記載のとおり、通常分予算において、おの

おの事業費の確定などに伴う減額を行ってお

ります。 

 ８ページをお願いします。 

 ２の投資的経費ですが、通常分は、今後の

執行見込みの精査による減額や国庫補助金の

内示減、国補正予算分は、防災・減災、国土

強靱化に対応した公共事業等を計上しており

ます。 

 ３、公債費と４、繰出金については、事業

費の確定等に伴う減額を行っています。 

 最後に９ページをお願いします。 

 今回の補正に伴い必要となる地方債の補正

内容を記載しております。 

 以上が補正予算の概要でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 引き続き担当課長から、

議案等について説明をお願いいたします。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 説明資料の18ページをお願いいたします。 

 平成30年度２月補正予算におきましては、

各課に職員給与費の補正がございますので、

一括して人事課の例で説明をさせていただき

ます。 

 表の上段、一般管理費、説明欄の(1)職員

給与費でございますが、人事課におきまして

は89万円余の増額をお願いしております。 

 今年度の当初予算は、平成30年１月１日時

点で在籍している職員の給与をもとに算定し

ておりますが、その後、４月の組織改編や人

事異動等により職員数等に変動が生じている

ことから、当初予算と実際の給与費に違いが

生じますので、補正をお願いするものでござ

います。 

 以下、各課の職員給与費についても人事課

と同様の趣旨でございますので、各課からの
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説明は省略させていただきます。 

 

○白石政策審議監 知事公室付でございま

す。 

 資料の11ページをお願いいたします。 

 11ページ２段目の防災総務費に補正額３億

1,482万円余を計上しております。 

 右側の説明欄をお願いいたします。 

 全て地震対応分でございます。 

 まず、(1)熊本地震震災ミュージアム具体

化推進事業は、国庫事業の採択に伴います財

源更正でございます。 

 次に、(2)熊本地震震災ミュージアム中核

拠点整備事業は、東海大学阿蘇キャンパス１

号館建物の保存工事に要する経費でございま

して、国の平成30年度第２次補正予算事業で

ございます地方創生拠点整備交付金事業によ

り実施するため、今回計上するものでござい

ます。 

 次に、下段の繰越明許費をお願いいたしま

す。 

 防災総務費につきまして、３億1,482万円

余の繰越明許費の変更をお願いしておりま

す。 

 これは、先ほど御説明申し上げました(2)

の熊本地震震災ミュージアム中核拠点整備事

業につきまして、年度内の事業終了が見込め

ないため、全額翌年度への繰越設定をお願い

するものでございます。 

 知事公室は以上でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

○市川広報グループ課長 広報グループでご

ざいます。 

 説明資料の13ページ下段をお願いします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 広報関係業務と首都圏広報業務につきまし

ては、さきの11月議会において、それぞれ

5,862万円余と1,006万円余を限度額として、

債務負担行為の設定を御了承いただいたとこ

ろです。 

 今回、上段の広報関係業務につきまして、

ラジオ広報及び広報誌の各戸への配布などに

ついて、年度内に契約を締結する必要がある

ため、これらに要する経費3,676万円余を加

えた9,538万円余に限度額の変更をお願いす

るものです。 

 下段の首都圏広報業務については、銀座熊

本館の運営委託に関して、新年度当初から継

続して実施する必要があるため、これに要す

る経費662万円余を加えた1,668万円余に限度

額の変更をお願いするものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いしま

す。 

 

○小金丸くまモングループ課長 くまモング

ループでございます。 

 説明資料の14ページをお願いします。 

 補正予算についてでございます。 

 商業総務費の右側、説明欄をお願いしま

す。 

 ２、(1)のくまもとプロモーション推進事

業は、関西、首都圏等国内における継続的な

プロモーションに要する経費の所要見込み額

の減による300万円の減額でございます。 

 ２、(2)のくまモン共有空間拡大推進事業

は、くまモン共有空間拡大ラボの取り組みテ

ーマの具体化に向けた試作等に要する経費の

所要見込み額の減による200万円の減額でご

ざいます。 

 続きまして、債務負担行為の追加について

でございます。 

 上段、くまモン利用許諾審査業務は、くま

モンのイラストの利用許諾事務を新年度当初

から委託する費用として、限度額2,313万円

余を設定するものでございます。 

 下段、くまモン隊管理運営事業は、くまモ

ン隊の管理運営を新年度当初から委託する費

用として、限度額１億9,494万円余を設定す

るものでございます。 



第６回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録(平成31年２月25日) 

 

 - 5 - 

 くまモングループは以上でございます。御

審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○宮本危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 説明資料の15ページをお願いいたします。 

 主なものについて御説明いたします。 

 １段目の一般管理費の右側説明欄でござい

ますが、２の危機管理対策費は、消防庁から

発せられます危機管理情報を受信するＪアラ

ート機器、これの更新につきまして入札を行

いましたところ、低額でございましたので、

減額補正をいたすものでございます。 

 ２段目、防災総務費の説明欄をごらんくだ

さい。 

 ２、防災対策費の、これは通常分でござい

ますが、(1)の九州広域防災拠点強化整備事

業、これにつきましては、非常勤職員の任用

報酬が所要見込み額を下回ったため減額する

ものでございます。 

 次に、地震対応分、(3)防災対策費の災害

対応職員の備蓄食料購入、これと、飛びまし

て(6)災害対策体制強化事業、災害対応用通

信設備整備につきましては、いずれも入札残

に関係する減額補正でございます。 

 戻りまして、済みません、(4)と(5)でござ

います、デジタルアーカイブ事業、それから

地震検証事業は、国の採択に伴います財源の

更正でございます。 

 下段(7)は、他県から派遣いただいている

人件費の負担金の減でございます。 

 16ページをお願いいたします。 

 防災情報システム整備事業費、これは、現

在システム設計に取りかかってございます

が、委託料の入札残に伴う減でございます。 

 危機管理防災課は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 表の上段、一般管理費の説明欄、(2)時間

外勤務手当等についてでございます。9,385

万円余の時間外勤務手当等の増額をお願いし

ております。 

 年度途中の災害等特別な事情で時間外勤務

が必要となった際に備えて、時間外勤務手当

の一部を人事課において毎年度当初予算で計

上しておりますが、熊本地震関連業務や国際

スポーツ大会関連業務への対応、また、１月

３日に発生しました地震対応業務への対応等

により、当初予算額では不足を生じることか

ら補正をお願いするものでございます。 

 次に、表の下段、人事管理費でございま

す。534万円余の減額をお願いしておりま

す。 

 説明欄をお願いします。 

 １、人事管理費は、知的障・精神がい害者

雇用促進事業の所要見込み額の減でございま

す。 

 ２、退職手当は、地方債から一般財源への

財源更正でございます。 

 ３、職員研修費は、職員研修事業の所要見

込み額の減でございます。 

 人事課の説明は以上でございます。御審議

のほどよろしくお願い申し上げます。 

 

○下山財政課長 財政課でございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 ２段目の財産管理費ですが、86億円余の増

額補正をお願いしています。 

 説明欄をごらんください。 

 １の財産管理費については、公会計システ

ムミドルウエアの保守契約の事業費確定に伴

う減及び熊本市からの派遣職員の人件費負担

金の増になっております。 

 ２及び３の基金積立金は、運用利息が確定

したことによる補正、次の４の県債管理基金

積立金は、地方財政法に基づき、前年度から

の繰越金の２分の１を基金に積み立てるとい

うものです。 
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 次に、５の平成28年熊本地震復興基金積立

金は、預金及び債券運用による運用利子の確

定等に伴う補正です。 

 20ページをお願いします。 

 元金及びその次の利子は、一般会計の起債

に係る元金、利子及び公債管理特別会計への

繰出金の最終見込みによる補正です。 

 利子、説明欄１の一般債利子の39億円余の

減額は、借入利率が当初見込みの利率を下回

ったことによるものです。 

 最下段の公債諸費は、発行手数料の減等に

よるものです。 

 21ページをお願いします。 

 公債管理特別会計についてです。この特別

会計は、借換債などの県債について、その発

行と償還等の経理を一般会計と区別するため

に設けているものです。 

 資料記載のとおり、元金、利子及び公債諸

費について、最終見込み額に応じて補正を行

うものです。 

 最後に、22ページの情報処理関連業務の債

務負担行為の設定についてです。これは、起

債管理システムの保守経費につきまして、今

年度内に契約を行うため、債務負担行為の設

定をお願いするものです。 

 財政課は以上です。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○村上県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 説明資料23ページをお願いいたします。 

 ２段目の文書費でございますが、右側の説

明欄をごらんください。通常分でございま

す。 

 昨年度から当課に配属されております、市

町村からの派遣職員に係る給与改定に伴いま

す給与等の負担金の増及び公益法人業務につ

きまして、再任用職員が配置されたことに伴

う非常勤職員人件費の減によるものでござい

ます。 

 次に、３段目の大学費でございます。同じ

く右側の説明欄をごらんください。 

 こちらは地震対応分でございますが、熊本

県立大学が行っております、被災した学生に

対する授業料減免に対する経費につきまし

て、執行見込み額の減などに伴います1,400

万円余の減額でございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○坂本総務厚生課長 総務厚生課でございま

す。 

 説明資料の24ページをお願いいたします。 

 一般管理費でございますが、右側説明欄の

２の庁費をお願いいたします。 

 共済組合事業費710万円余は、地方公務員

等共済組合法に基づく共済組合本部への事務

費負担金が不足するため、増額をお願いする

ものでございます。 

 次に、中段の人事管理費でございますが、

職員に対する児童手当は、対象児童数が見込

みよりも少なかったことにより、870万円余

の減額をお願いしております。 

 また、３段目の恩給及び退職年金費でござ

いますが、受給者の減少により、320万円余

の減額をお願いするものでございます。 

 総務厚生課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 説明資料の25ページをお願いします。 

 下段の財産管理費ですが、713万円の減額

補正及び財源更正をお願いしております。 

 内訳は、右の説明欄をごらんください。 

 １の財産管理費のうち火災共済金は、県有

財産が加入している火災共済事業から災害見

舞金収入がございましたので、一般財源から

その他の諸収入へ財源更正を行うものでござ

います。 
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 次の派遣職員宿舎借上費については、阿蘇

地域振興局で他県からの派遣職員等を受け入

れるために、宿舎や家具、家電をリースして

おりますが、その事業の入札残による減額で

ございます。 

 ２の庁舎等管理費ですが、(1)庁舎維持補

修費は地方債及びその他の諸収入から、(2)

総合庁舎等施設整備事業(臨時分)は地方債か

ら、それぞれ一般財源へ財源更正するもので

ございます。 

 26ページをお願いします。 

 債務負担行為についてでございます。 

 まず、上段の債務負担行為の追加は、地域

振興局の局長宿舎等の借り上げに係る経費で

ございます。 

 下段の債務負担行為の変更は、他県からの

派遣職員の宿舎を借り上げる経費でございま

すが、補正前の欄が空欄でありますのは、教

育庁が11月議会で同じ事項名で債務負担行為

を設定したためであり、当課におきましては

今年度初めて設定するものでございます。い

ずれも今年度中に契約を行う必要があります

ので、設定をお願いするものでございます。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いします。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 ページをめくっていただきまして、27ペー

ジをお願いいたします。 

 私学振興課は、私学振興費で５億9,000万

円余の減額を計上しています。 

 右の説明欄をごらんください。 

 ２、私学振興助成費です。11事業で６億

4,800万円余の減額をお願いしていますが、

ここでは減額が大きい主な５事業のみを記載

しております。 

 (1)の私立高等学校等就学支援金事業、(2)

の私立高等学校等経常費助成費補助及び(3)

の奨学のための給付金事業につきましては、

補助対象人数等が当初の見込みより減少して

いることによる減額でございます。 

 (4)私立学校施設安全ストック形成促進事

業につきましては、地震の影響により資材や

人材が不足している状況の中、一部の補助対

象校におきまして計画を見直し、工事が先送

りになったことによる減額でございます。 

 地震対応分の(5)被災生徒授業料等減免補

助事業につきましては、補助対象となる生徒

が減少していることによる減額でございま

す。 

 また、１つ飛ばしまして、４、国庫支出金

返納金は、熊本地震で被災した施設の復旧を

行う私立学校に対しまして、震災後の学校負

担に配慮しまして、国庫補助金を概算で支給

しておりましたが、工事完了後の精算に伴い

国費の返還が必要なことから、今回増額を行

うものでございます。 

 次の28ページをお願いいたします。 

 １事業につきまして、債務負担行為の追加

をお願いするものです。 

 熊本時習館スクールソーシャルワーカー派

遣事業は、専門家を各私立学校に派遣し、不

登校やいじめ、貧困、就労等さまざまな問題

を抱える私学生徒等に関する助言等の支援を

行うものですが、４月から切れ目なく継続し

て生徒や学校への支援を行うには、年度内に

委託契約を進める必要があることから、債務

負担行為を設定するものです。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○間宮市町村課長 市町村課でございます。 

 資料の29ページをお願いいたします。 

 ２段目の自治振興費につきまして、49億

8,000万円余の減額をお願いしております。

減額の幅が大きくなってございますが、右側

説明欄(8)の平成28年熊本地震復興基金交付

金の47億円余の減額が大きなものとなってご

ざいます。 
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 これにつきましては、当初150億円を計上

させていただいております。年度途中で過不

足が生じ、被災者支援、復旧、復興が停滞す

ることがないよう、事業ごとに余裕を持って

当初予算で計上させていただいているもので

ございまして、今回の減額補正が復旧、復興

のおくれをあらわすものではなく、より直近

の所要見込み額を踏まえまして、適切な予算

規模に補正をさせていただくものでございま

す。 

 今後も引き続き、被災者や市町村のニーズ

の変化も捉えながら、復旧、復興に向けて取

り組んでまいりたいというふうに考えており

ます。 

 続きまして、上から順次主なものを説明さ

せていただきます。 

 (1)の自治振興支援費でございますが、権

限移譲事務市町村交付金の交付額確定に伴う

減額でございます。 

 (2)の市町村自治宝くじ交付金につきまし

ては、サマージャンボ宝くじ、ハロウィンジ

ャンボ宝くじの収益金の配分額確定に伴う減

額でございます。 

 (3)の住民基本台帳ネットワークシステム

推進事業でございますが、これは、地方公共

団体情報システム機構への住基ネットワーク

システム運営に関する負担金の確定に伴う減

額でございます。 

 次に、(6)の地方創生広域連携支援事業で

ございますが、所要見込み額の精査に伴う減

額をお願いしております。 

 次に、(9)の熊本地震被災市町村支援事業

につきましては、所要見込み額の精査による

減額をお願いしてございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 選挙関係でございます。 

 ２段目の県議会議員選挙費でございます

が、春に予定をされております県議会議員選

挙の選挙期日が４月７日に決定をしたことに

よりまして、今年度中に発生する県事務費、

また、市町村への交付金に関する経費を計上

させていただいております。 

 次は、市町村振興資金貸付事業特別会計分

の補正でございます。 

 上段の市町村振興資金貸付金につきまして

は、貸付事業の所要見込み額の増加に伴い、

４億5,000万円余の増額をお願いしてござい

ます。 

 具体的には、南阿蘇鉄道に対して貸し付け

を行う南阿蘇村に対する支援でございます。 

 下段の一般会計繰出金については、繰出先

事業の所要見込み額の精査に伴い減額をお願

いするものでございます。 

 31ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の変更でございます。さきの

11月議会におきまして、県議会議員選挙に関

する債務負担行為の設定を御承認いただいた

ところでございます。 

 選挙期日が４月７日に決定をしたことによ

りまして、選挙公報の発行について、年度内

に契約を締結する必要が生じたため、2,400

万円余に限度額の変更をお願いするものでご

ざいます。 

 市町村課は以上でございます。どうぞよろ

しくお願いいたします。 

 

○門﨑消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 説明資料、次の32ページをお願いいたしま

す。 

 ２段目、消防指導費につきましては、727

万6,000円の補正をお願いしております。こ

れは、危険物取扱者の保安講習の手数料につ

きまして、昨年度、第３・四半期分の実績を

20人報告、繰り入れしたもので、再発防止策

を講じた上で、783万7,000円を償還金として

収入証紙特別会計へ返納するものでございま

す。 

 次に、最下段、総務施設災害復旧費につき

ましては、消防学校の災害復旧工事に伴う入



第６回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録(平成31年２月25日) 

 

 - 9 - 

札残による減額でございます。 

 なお、工事は昨年末に完了をしておりま

す。 

 次に、33ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 防災消防ヘリコプターの運航に関連いたし

まして、上段は、県内各消防本部から派遣さ

れた航空隊隊員の宿舎借り上げに伴うもの、

下段は、ヘリの運航管理及び点検、燃料調達

の業務委託並びに航空保険料につきまして、

それぞれ４月１日から切れ目なく対応できる

ように債務負担行為を設定するものでござい

ます。 

 このうち、運航管理業務につきましては、

本年までは１年の設定でありましたが、長

野、群馬両県でのヘリ墜落事故を受けた２人

操縦体制への移行や運航スタッフの育成、計

画的な設備投資などにより、さらなる安全性

の確保、運航体制の強化を図るため、３年で

の設定をお願いしております。 

 消防保安課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○増田税務課長 税務課でございます。 

 資料34ページをお願いします。 

 まず、上段の税務総務費で9,387万円余の

減額です。 

 説明欄をお願いします。 

 ２の(1)ふるさとくまもと応援寄附金推進

費、それから４のふるさとくまもと応援寄附

基金積立金、これにつきましては、平成30年

度の寄附金額が当初想定より少なくなる見込

みであることに伴いまして、寄附者に贈呈し

ます感謝の品に関する経費、それから基金に

積み立てる寄附金額について減額を行うもの

です。 

 次に、下段の賦課徴収費で１億811万円余

の増額をお願いしております。 

 右側説明欄をお願いいたします。 

 ２の公金取扱費１億1,401万円につきまし

ては、市町村民税とあわせて市町村に徴収し

ていただいております個人県民税について、

市町村に交付する徴収取扱費の計算基礎とな

る納税義務者数が見込みより多かったことに

伴い増額を行うものです。 

 続きまして、資料の35ページをお願いいた

します。 

 ここに記載のゴルフ場利用税交付金ほか８

の交付金精算金につきましては、県に納付さ

れたそれぞれの税収をもとに、地方税法等に

規定する計算方法で算定した額について、市

町村への交付並びに他の都道府県への精算を

行うものです。 

 右側説明欄記載の理由により、当初予算の

見込みに増減が生じておりますので、所要額

の補正をお願いするものでございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○内田企画課長 企画課でございます。 

 説明資料の37ページをお願いいたします。 

 計画調査費につきましては、個別事業ごと

の増減がございますが、総額では100万円余

の減額をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の企画推進費の熊本復旧・復興４カ年戦

略推進事業は、熊本復旧・復興４カ年戦略の

推進及び進捗管理等に要する経費でございま

すが、主に県民アンケートや４カ年戦略推進

委員会の経費でございます。所要の見込みに

より48万円余を減額するものでございます。 

 次の「熊本版」官民協働海外留学支援事業

は、熊本での就職を希望する学生等に対する

海外留学奨学金の支給等に要する経費でござ

いますが、本年度は８名の学生を派遣いたし

ております。各学生の留学期間が見込みより

短かったため、74万円余を減額するものでご

ざいます。 

 また、２の世界チャレンジ支援基金積立金

は、ただいまの海外留学支援事業に係ります
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基金でございますが、今般、基金の運用利息

が確定したことに伴います積立金の増額でご

ざいます。 

 続きまして、38ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 上段の東京事務所職員宿舎等賃借は7,600

万円余でございますけれども、東京で勤務を

します職員のための宿舎39戸分の借り上げ及

び東京事務所が入居します都道府県会館への

管理等の負担に係るものでございます。 

 また、下段の銀座熊本館運営業務200万円

余は、銀座熊本館での県産品展示やＰＲのた

めの委託に係るものでございまして、いずれ

も契約を年度内に締結する必要があるため、

債務負担行為の設定をお願いするものでござ

います。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○倉光地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 資料39ページをお願いします。 

 計画調査費につきまして、１億円余の減額

をお願いしております。 

 右の説明欄をごらんください。 

 まず、１の開発促進費でございます。 

 通常分の(1)市町村派遣職員負担金につき

ましては、市町村からの派遣職員の人件費に

対する負担金の所要見込み額の増でございま

す。 

 (2)｢環境首都」水俣・芦北地域創造事業に

つきましては、水俣市による事業の見直しに

伴い、情報発信交流拠点施設整備事業に関す

る費用の減額、水俣環境アカデミア事業等に

要する経費の所要見込み額の減により9,200

万円余を減額するものでございます。 

 次に、２の企画推進費は、地域づくりチャ

レンジ推進事業について1,400万円余の減額

をお願いしております。 

 住民等による自主的な地域づくりの取り組

み等に対する助成の所要見込み額の減によ

り、通常分について1,300万円、地震対応分

について100万円余を減額するものでござい

ます。 

 次に、３、国庫支出金返納金でございま

す。 

 通常分については、｢環境首都」水俣・芦

北地域創造事業等に係る過年度補助金の確定

に伴う国庫返納金でございます。 

 地震対応分については、地域づくりチャレ

ンジ推進事業に係る過年度補助金の確定に伴

う国庫返納金でございます。 

 続きまして、40ページをお願いします。 

 債務負担行為でございます。 

 まず、くまもと移住定住支援センター運営

業務は、東京にありますふるさと回帰支援セ

ンター内の本県ブースの賃貸借料や移住定住

支援相談員に伴う経費等でございます。 

 次に、御所浦地域活性化推進事業でござい

ますが、御所浦地域における地域おこし協力

隊活動支援に要する経費でございます。いず

れも年度内に契約する必要があるため、債務

負担行為を設定するものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いしま

す。 

 

○西尾文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 説明資料の41ページ、上段の表をお願いい

たします。 

 計画調査費につきまして1,700万円余の減

額をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 １の文化企画推進費でございます。博物学

関係資料活用・学習支援事業は、嘱託職員の

欠員に伴いまして150万円を減額するもので

ございます。 

 次に、２の県立劇場費でございます。県立

劇場施設整備費は、保全計画に基づき施行す
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る県立劇場舞台照明設備改修工事等の入札残

による1,600万円余を減額するものでござい

ます。 

 続きまして、同じ41ページの下段の表をお

願いいたします。 

 県立劇場管理運営業務に係る債務負担行為

の設定についてでございます。 

 平成31年４月から平成36年３月までの５年

間の指定管理委託料といたしまして、限度額

20億3,000万円余を設定するものでございま

す。 

 指定管理者の指定につきましては、後ほど

条例等議案で詳細を御説明させていただきま

す。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 計画調査費で3,000万円余の増額をお願い

しております。 

 右の説明欄をお願いいたします。 

 まず、１の川辺川総合対策費です。(1)の

球磨川水系防災・減災ソフト対策等補助金

は、球磨川流域市町村が取り組む防災・減災

ソフト対策に対しまして助成するものです

が、執行残等で実績見込み額が減少するた

め、1,900万円余を減額するものでございま

す。 

 (2)の五木村振興道路整備(受託)事業は、

村道整備を県が村から受託して進めているも

のですが、村が国の２次補正予算を活用する

ことに伴い、事業費を5,000万円増額するも

のでございます。 

 ２の五木村振興基金積立金、３の球磨川水

系防災減災基金積立金につきましては、それ

ぞれ運用利息の確定等に伴う積立金の増額及

び減額でございます。 

 説明資料43ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございますが、国の２次補正

予算を活用して実施する五木村振興道路整備

(受託)事業5,000万円につきまして、繰越明

許費の増額設定をお願いするものでございま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○重見交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 44ページをお願いいたします。 

 計画調査費につきまして、総額では290万

円余の増額をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 交通整備促進費の地震対応分でございます

が、益城テクノ団地生活交通支援事業につき

まして、益城テクノ団地の入居者への当該団

地と益城町中心部とを結ぶ路線バス利用運賃

の助成に要する経費の所要見込み額が減少し

たことにより、200万円余を減額しておりま

す。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○島田情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 45ページをお願いいたします。 

 人事管理費でございますが、4,300万円余

の減額をお願いしております。 

 右側の説明欄をごらんください。 

 主なものとしましては、ホストコンピュー

ター関連の入札残、パソコン調達に係る入札

残及び各種情報システム管理運営に係る入札

残等に伴う減額でございます。 

 次に、計画調査費でございますが、１億

3,700万円余の減額をお願いしております。 

 主なものとしましては、熊本県総合行政ネ

ットワークの通信機器購入に伴う入札残でご

ざいます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 
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○山田統計調査課長 統計調査課でございま

す。 

 46ページをお願いいたします。 

 下段の委託統計費ですが、2,100万円余の

減額をお願いしております。 

 右側の説明欄をお願いします。 

 国の各省から委託を受けて実施しておりま

す統計調査に係る１、２の国庫委託金の減額

及び３の国庫支出金の精算に伴う返納金でご

ざいます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○無田会計課長 会計課でございます。 

 資料の48ページをお願いいたします。 

 まず、上段の一般会計でございます。２段

目の利子につきまして、700万円の減額補正

をお願いしております。これは、支払い資金

が不足する場合に、指定金融機関である肥後

銀行から一時的に借り入れております借入金

の利子でございます。 

 右側説明欄に記載のとおり、借入額の減に

伴い所要見込み額が減となったことによる減

額補正でございます。 

 次に、資料下段の収入証紙特別会計でござ

います。 

 一般会計繰出金につきまして、１億円の減

額補正をお願いしております。 

 収入証紙の販売収入につきましては、一旦

この特別会計に受け入れまして、その後、使

用料や手数料等の収入実績に応じて関係所属

へ配分するために、一般会計へ繰り出してい

るものでございます。 

 右側の説明欄に記載のとおり、この証紙に

よる収入の減に伴いまして、繰出金の所要見

込み額が減となったことによる減額補正でご

ざいます。 

 資料をめくっていただきまして、49ページ

をお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 会計事務補助委託業務につきまして、平成

31年度分として640万円余をお願いしており

ます。これは、熊本地震関係の事業に伴いま

して増加しております支払い業務等一連の会

計業務を迅速に処理するために、業務の一部

を外部委託するものでございます。 

 本年度に引き続きまして、平成31年度も年

度当初からの委託を予定しておりまして、今

年度中に契約を行う必要があるため、債務負

担行為の設定を行うものでございます。 

 会計課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○岡村管理調達課長 管理調達課でございま

す。 

 資料の51ページをお願いいたします。 

 債務負担行為のうち、全庁的に共通する４

つの業種につきましては、管理調達課が本庁

及び出先機関の全庁分を取りまとめて、一括

して設定しております。 

 今回は、平成31年４月１日から業務を委託

するために、年度内に契約を行う必要がある

もののうち、随意契約等によりまして短期間

で契約が可能なものにつきまして、債務負担

行為の設定をお願いしております。 

 なお、契約手続に期間を要するものにつき

ましては、既に11月補正において議決をいた

だいております。 

 まず、上段の県有施設等管理業務でござい

ますが、本年度の当初から11月補正までに議

決いただきました限度額52億5,000万円余を

58億3,500万円余へと、５億8,500万円余増額

するものでございます。これは、各庁舎の清

掃や設備機器の保守点検などに係る業務委託

382件分でございます。 

 中段の給食業務は、同様に、限度額３億

2,900万円余を３億7,300万円余へと、4,300

万円余増額するものでございます。これは、

特別支援学校の給食業務委託２件分でござい

ます。 
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 下段の情報処理関連業務は、同様に、限度

額17億4,100万円余を24億6,000万円余へと、

７億1,800万円余増額するものでございま

す。これは、県税システム等の各種電算シス

テムの開発や維持管理に係る業務委託187件

分でございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 事務機器等賃借ですが、同様に、限度額27

億5,000万円余を限度額29億5,700万円余へ

と、２億600万円余増額するものでございま

す。これは、職員用のパソコンなどの事務機

器等の賃借料163件分でございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○井上人事委員会事務局総務課長 人事委員

会事務局でございます。 

 資料の54ページをお願いいたします。 

 表の上段、委員会費につきましては、人事

委員会委員の報酬につきまして、活動実績を

踏まえて減額するものでございます。 

 次に、下段の債務負担行為の追加につきま

しては、職員等採用試験案内の作成業務につ

いてお願いをしております。これは、平成31

年度に実施をいたします採用試験の受験者確

保に向けまして、試験内容の早期周知を図る

ため、年度当初に試験案内を作成、配布する

必要がありますことから、86万円余の債務負

担行為の設定をお願いするものでございま

す。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○田原監査監 監査委員事務局でございま

す。 

 資料55ページをお願いいたします。 

 上段の委員費でございますが、委員に係る

人件費所要見込み額の確定に伴い、５万円の

減額補正をお願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○横井議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 資料の56ページをお願いいたします。 

 上段の議会費でございますが、1,770万円

余の減額をお願いしております。これは、右

の説明欄のとおり、議員数の増により議員報

酬が648万円余増加した一方で、議員旅費等

の所要見込み額が2,419万円余の減額となっ

たことによるものでございます。 

 次に、下段の事務局費でございますが、

5,816万円余の減額をお願いしております。

これは、一般役務費等の所要見込み額の減及

び議会棟改修工事の執行残等に伴う減額でご

ざいます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○西尾文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 説明資料57ページをお願いいたします。 

 議案第37号指定管理者の指定についてでご

ざいます。 

 熊本県立劇場につきましては、第４期の指

定管理者として、公益財団法人熊本県立劇場

を、平成31年４月１日から平成36年３月31日

までの５年間を指定期間とする選定手続を行

ったところでございます。 

 選定までの経緯等につきましては、58、59

ページの概要により御説明させていただきま

す。 

 １の選定の経緯でございますが、熊本県立

劇場の設置目的をより効果的に達成するた

め、昨年10月に５名の外部有識者から成る指

定管理候補者選考委員会を設置いたしまし

た。 

 第１回の審議を経て、選定の方法を非公募

による手続とし、公益財団法人熊本県立劇場

に対しまして、必要書類の提出を求めており

ます。 
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 その後、12月に、第２回の選考委員会にお

きまして、提出された書類をもとに指定管理

候補者の審査を行い、その意見を踏まえまし

て、指定管理者制度運営会議におきまして、

指定管理候補者として公益財団法人熊本県立

劇場を選定いたしております。 

 ３の選定理由ですが、公益財団法人熊本県

立劇場からの提案内容は、文化事業の内容に

おいて質的、量的にも満たしており、施設の

管理運営の計画も適切である、財務状況にも

問題がない、また、県の文化拠点として求め

られる人材の育成、確保や地域との連携につ

いても評価できる計画となっていると選考委

員会からの意見を踏まえまして、指定管理候

補者として選定いたしております。 

 なお、選考委員会からは、附帯意見といた

しまして、今回、非公募による選定手続であ

り、公益財団法人熊本県立劇場の管理運営に

つきまして、県としてもしっかりと確認、検

証をしていく必要があるとの意見をいただい

ております。 

 これにつきましては、外部有識者による県

立劇場事業評価検討委員会を設置いたしまし

て、これまで以上に厳格に確認、検証してい

くこととしております。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 説明資料、補正概要１ページ

でありますが、今回の補正の内容のプラス部

分でいえば、先々週でしたかね、その前か。

平成30年度第２次補正予算が成立した後に、

その内訳というのが発表されて、それが今回

の県の２月補正予算のほうに反映されている

というふうに私は受け取っておりますけれど

も、私たちがいろいろいただく情報の中で、

国の補正予算の中で特に今回目玉になってお

ります防災・減災、国土強靱化予算というも

のが、東京、大阪に次いで全国３番目の額を

いただいたということを、情報としていただ

いております。 

 ただ、なかなか、それは県と市町村分を合

わせた額の内容を私たちは知っているわけで

あって、ここは県分だけが多分掲載されてい

るのかなというふうに、先ほど説明を聞きな

がら思っておりました。 

 内容の細かな部分は所管の委員会が違いま

すから、その部分については所管委員会のほ

うでまたちゃんと発表し、議論をいただけれ

ばというふうに思っておりますが、今言いま

したその国土強靱化、防災・減災対策の部分

プラス今回もう一つのＴＰＰ協定早期発効に

するための農林水産業の強化対策という、そ

ういう２つがたしか２次補正の目玉だったと

思いますが、それらの総額の概要と、それか

ら２次補正によって増額になる分の本県配付

分というんですかね、がもしわかれば教えて

いただきたいと思います。 

 先ほど言いました防災・減災対策、国土強

靱化分というものが、本当にそうやってたく

さんいただいているのかどうかの確認も含め

て、その内訳の内容でちょっと細かくて恐縮

ですけれども、わかれば教えていただきたい

と思います。 

 それからもう１つ、ちょっとちっちゃな話

で済みませんが、29ページの市町村課の説明

の(2)、市町村自治宝くじ交付金の減が２億

5,800万円余ということになっております。

宝くじからいただける交付金というのは、非

常に大事な財源だと私は思っておりますけれ

ども、今回２億5,000万円の減額があったの

は、毎年あらかじめ少し多目の算定をしてお

いて、例年いつもこのくらいの減額になって

いるのか、もしくは、ことしは余り宝くじが

売れずに、例年よりも多い２億5,800万円余

の減額になったのか、その理由を教えてくだ
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さい。 

 以上２点です。 

 

○内野幸喜委員長 まず１点目の補正の件

は、はい、下山財政課長。 

 

○下山財政課長 １点目につきまして、財政

課のほうからお答えいたします。 

 今回の第２次補正予算につきましては、先

生方にも御尽力いただきまして、本当にあり

がとうございました。おかげさまで、たくさ

んの予算をいただくことができました。 

 内訳でございますけれども、一応一般会計

のほうで申し上げさせていただきますと、県

の予算として組んでいる部分でございます

と、防災・減災、国土強靱化で196.7億円計

上させていただいております。それからＴＰ

Ｐ関連で62億円、その他、災害復旧も含めま

す喫緊の課題としまして236.2億円というこ

とで、合計の494.9億円を計上させていただ

いております。 

 国の予算額に対してどれだけ来ているかと

いう情報につきましてでございますけれど

も、私たちもいただいている事業費ベース、

例えば、国土交通省は事業費ベースであった

りとかということで、細かく県としてどれだ

け配分率として来ているのかという情報まで

取っておりませんでして、そこまではちょっ

と現段階ではお答えできない状況でございま

す。 

 

○前川收委員 両方を聞いた上でまた質問し

ます。 

 

○間宮市町村課長 市町村課でございます。 

 宝くじの交付金につきましてでございます

けれども、これは、全国の宝くじの販売額に

応じまして、各都道府県及び市町村に配分を

されているものでございます。 

 この全国の宝くじの販売というものが年々

額が低下しておりまして、例えば、平成21年

度には1,400億円の売り上げがありました

が、平成30年度は1,050億円余ということ

で、だんだん年々下がってきているというよ

うな状況でございます。 

 熊本県における予算の状況ですけれども、

まず、年度当初に、全国の販売計画額という

ものが計画をされます。それによりますと、

今年度は1,320億円ほど最大で販売をすると

いう計画でございましたけれども、これが先

ほど申し上げましたとおり1,050億円余とい

うことで、販売額が計画どおり伸びなかった

ということで、今回２億円余の減額をさせて

いただいております。 

 この計画額と販売実績額のずれについて

は、毎年度同じような傾向にございまして、

昨年度も２億7,000万円ほど減額補正をさせ

ていただいております。 

 今年度の減額補正が２億6,000万円ほどで

ございますので、今年度も昨年度と同じよう

な傾向かなというふうに考えております。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○前川收委員 先ほど財政課長からお話をい

ただきました分が、まだわからない部分がた

くさんあるという話でありましたが、今後の

補正対応の部分も含めてぜひ精査していただ

ければありがたいなというふうに思ってま

す。 

 皆さんが本当に頑張っていただいて、補正

予算は非常に有利な、普通のいわゆる当初予

算よりも有利な仕組みになっている補正予算

をたくさん獲得していくというのは、これま

での蒲島県政の流れの中においても、財政運

営を有利にしていくため、本当に一生懸命頑

張っていただいたことを高く私は評価をいた

しております。我々も、議員としても、それ

から政党としてもしっかり、その部分につい

ては御協力をしてきたつもりでありますか

ら、そういったものがきちっと成果として評
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価されるということをしていかないと、次と

いう、これはここで終わるわけではありませ

んから、次年度以降の対応も含めて精査をし

ていくべきだというふうに思っておりますの

で、わかりづらい部分や、まあ、国から見れ

ば全国の都道府県ごとの比較というのは余り

したくないという傾向はあると思いますが、

ぜひそこはしっかり精査してもらえればとい

うふうに思っておりますので、よろしくお願

いをしたいというふうに思っております。 

 それからもう１つ、今おっしゃった宝くじ

はやっぱり、もともと売りたいと思っていた

計画よりも売れなかったということが大前提

なんですね。わかりました。 

 宝くじのいろんな、この交付金だけではな

くて、さまざまな事業で宝くじの益金が使わ

れておるというふうに伺っておりまして、何

か事業仕分けをなさったときに、いろいろた

たかれて窮屈になったという話もあっており

ましたけれども、地方自治体にとっては非常

に、有利なというか、使いやすい、しかも住

民のニーズに応えやすい宝くじの交付金だと

いうふうに思っておりましたので、ここはみ

んなで、下がっていることは、やっぱりちゃ

んと還元されているんですよという部分の広

報等もしながら取り組んでいっていただけれ

ばというふうに思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○溝口幸治委員 済みません、35ページ、税

務課にお尋ねをいたします。 

 ここは、ゴルフ場利用税交付金からずっと

並んでいますが、増収によって交付金が増に

なったというのは説明どおりだと思いますけ

れども、この辺のゴルフ場利用税は、減収に

よる市町村交付金の減ということは、県内の

ゴルフ場を利用される方が減ったので減にな

ったというふうに、単純にそう理解していい

のか。それから自動車も一緒なんですけれど

も、自動車も、県内で買われる方が減ったの

でそういうふうに理解していいのかというの

を、ちょっとお尋ねをいたしたいと思いま

す。 

 それで、最近の傾向も、こういうふうに減

り続けているのかどうかというのも、ちょっ

とお尋ねをしたいと思います。 

 

○増田税務課長 税務課です。 

 まず、１点目のゴルフ場利用税交付金につ

きましては、ゴルフ場利用税については、地

震で休業されていたゴルフ場が再開するなど

もございますので、現年度分、ことしの税分

については増額の見込みということで考えて

おります。ただ、交付金を算定する上で、過

年度納付をいただけなかった分、これが当初

予定よりも少なくなっておるものですから、

トータルとして交付金の対象とする税収は減

っているという形で考えております。 

 ゴルフ場につきましては、あと１ゴルフ場

がまだお休みという形でございますので、そ

この再開があれば、それなりにゴルフ場利用

税としては多くなるのではないかなと考えて

おります。 

 それから、自動車取得税交付金、こちらに

つきましては、当初の見込みと――今回補正

を組むに当たっては、11月ぐらいの実績に基

づいてことしの最終見込みをしたところでご

ざいます。 

 中身を見ますと、普通自動車、これの登録

台数が4.7％の減、それから軽自動車につき

ましては17.8％の増と、登録台数はふえてお

ります。ただ、税額ベースで見ますと、普通

自動車のほうが3.4倍ぐらいのボリュームが

あるものですから、税収としてはトータル減

っているという形になりますので、交付金も

減ということになるというところでございま

す。 
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○溝口幸治委員 ちょっと安心しました。ゴ

ルフ場も今からはだんだん回復基調になって

いくということでしょうし、自動車も、何か

人口が減ってだんだんだんだん経済力が落ち

ているのかなというふうに思ったんですが、

今の説明でよくわかりました。 

 ありがとうございました。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○早田順一委員 今の税に関してなんですけ

れども、５ページの歳入なんですが、説明

で、県税が非常に伸びているということで、

本当にいいことだというふうに思います。 

 その要因として、熊本地震からの復旧、復

興で非常に景気がよくなっているのか、ある

いは、例えば、企業誘致なんか、地震があっ

ても過去最高の企業誘致を熊本県が受け入れ

をしておるわけですけれども、この辺はどの

ように分析といいますか、見ておられるの

か、ちょっとお尋ねします。 

 

○増田税務課長 税務課です。 

 税収としての中身を少しお話をさせていた

だきたいと思います。 

 今回、当初予算と比較して36億円程度の増

ということで見込みをさせていただいており

ます。 

 中身としましては、やはり個人県民税、こ

れが34億円程度の増を見込んでおります。あ

と、法人県民税と事業税、２税合わせて14億

円程度の増と見込んでおります。 

 個人県民税につきましては、課税の対象と

なる、要は納税者の方がやっぱりふえており

ますので、やっぱり現在堅調に所得がふえて

いるので、課税対象者がふえているのではな

いかなと思っております。 

 法人につきましても、やはり各種施策によ

りまして、倒産件数も少ないとお聞きしてお

りますので、その点の復興需要あたりの事業

というものが引き続き行われているのではな

いかなというところで考えているところでご

ざいます。 

 あと大きなものとしましては、不動産取得

税、これも復興に当たりまして新築等の物件

ふえておりますので、そのあたり。あとは、

これからもＭＩＣＥでありますとか、いろん

なものが予定されておりますので、引き続き

不動産取得税につきましても、それなりの数

字が見込めるのではないかなと考えていると

ころでございます。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 非常にいい傾向で税収が伸

びているということで、本当にありがたいこ

とだなというふうに思っております。 

 平田機工なんか本社を移転されたりとかさ

れていますけれども、そういうところも影響

というのはどうなんでしょうか。 

 

○増田税務課長 済みません、個別の企業様

の動向でお話しするのはよくわからないとこ

ろもあるんですが、基本的にはやはり事業活

動が活発になっているので、ふえているとい

うのが一番、全体的にふえているというのが

大きいのではないかなと思っております。 

 

○早田順一委員 わかりました。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 

○ 委員 42ページで、五木村の振興

についてちょっとお尋ねしたいんですが、基

本的なことなんですが、五木村の人口はたし

か、結構減っちゃって1,200人ぐらいでしょ

うか。あと、10年間ぐらいにわたって振興計

画ずっとやってきたと思うんですが、見通し
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というか、どういう結果が出て、今後どうい

うリクエストが五木村からあるのか、その辺

もうちょっと詳しく教えてください。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 議員おっしゃるように、人口は1,000人

を、今推計人口では切っております。 

 で、これまで10年間にわたりまして、県と

村とで、ふるさと五木村づくり計画というの

をつくって振興に取り組んできております

が、例えば、観光客の増であったりとか木材

生産の増であったりとか、そういうふうに一

定の成果が出てきている分は当然にあるとい

うふうに思っております。 

 ただ、まだまだ一方では、そういう人口の

問題とか、課題も残されておりますので、31

年度以降につきましても、引き続き計画を延

長して振興を図っていこうというふうに考え

ております。 

 詳しくは後議のほうで、また報告をさせて

いただけたらというふうに思っております。 

 以上です。 

 

○ 委員 了解しました。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○大平雄一委員 44ページの益城テクノ団地

の生活支援事業で、路線バス、これの見込み

額の減ということの内容について説明いただ

けますか。 

 

○重見交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 44ページの減の内容について御説明をいた

します。 

 まず、こちら、テクノ団地の入居者の数が

減っているというところが最も大きいという

ことでございます。 

 まず、テクノ団地の入居者数ですが、平成

28年７月の時点では1,293名だったところ、

ことし１月１日現在の入居者数というものが

730人ということで、563人減ったというとこ

ろでございます。 

 こういったことも伴いまして、路線バス利

用者も減少傾向にありまして、今回実績を見

ながら予測したところ、減額の補正となった

というところでございます。 

 

○大平雄一委員 ありがとうございました。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほかに質疑はありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第３号、第10号、第

14号及び第37号について、一括して採決した

いと思いますが、御異議ありませんか。 

    (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外４件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外４件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、今回付託されました議案諮問第１号

を議題といたします。 

 あらかじめ申し上げます。諮問第１号は、

地方自治法の規定により、知事が給与その他

の給付に対する処分についての審査請求に対

する裁決をするに当たり、議会の意見を聞く

ための諮問議案であり、議会に求められてい

るのは、教育委員会が行った退職手当支給制

限処分についての知事に対する審査請求に関

する意見です。 

 なお、退職手当支給制限処分の前提となる
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県教育委員会が行った懲戒免職処分について

は、地方公務員法の規定により、人事委員会

に対して審査請求がされており、今回の諮問

とは関係ありません。 

 本委員会では、これより、執行部から退職

手当支給制限処分についての審査請求の概

要、審議の経過、裁決の考え方等の説明を受

けた上で質疑をし、審査請求人の非違行為の

内容、程度、勤務状況、職責等を踏まえて判

断していただくことになります。 

 審査請求人の請求を認めるという判断をす

る場合は、本件審査請求は認容すべきという

意見、当該処分に違法または不当な点はな

く、審査請求人の請求は認められないという

判断をする場合は、本件審査請求は棄却すべ

きという意見になりますが、このどちらの意

見を議会の意見として答申するかということ

について採決することになります。 

 それでは、諮問第１号について、執行部の

説明を求めます。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 説明資料の60ページをお願いいたします。 

 諮問第１号退職手当支給制限処分に対する

審査請求に関する諮問についてでございま

す。 

 61ページの諮問の概要で説明させていただ

きます。 

 １、諮問の趣旨でございますが、懲戒免職

処分を受けた職員に対し、県教育委員会が行

った退職手当支給制限処分について、知事に

対し、地方自治法の規定に基づく審査請求が

なされました。知事が当該審査請求の裁決を

行う場合は議会の御意見をお伺いすることが

必要であるため、議会に対して諮問するもの

でございます。 

 62ページをお願いいたします。 

 まず、事務の流れについて御説明いたしま

す。 

 このページの一番上、非違行為の発生を受

け、今回の事案では、非違行為を行った教員

の任命権者である県教育委員会が、法令等に

基づき懲戒免職処分と退職手当支給制限処分

を行っております。 

 審査請求人は、懲戒免職、退職手当支給制

限両方の処分に不服があるとして、懲戒免職

処分については、地方公務員法に基づき県人

事委員会に審査請求を行い、退職手当支給制

限については、地方自治法に基づき知事に審

査請求を行っております。 

 今回諮問いたしますのは、図右側に流れを

お示ししております退職手当支給制限処分に

関する審査請求についてでございます。 

 審査請求書の提出がありましたら、審査庁

である知事が請求を受理し、本件処分に関与

していない職員の中から審理員を選定し、審

査を行います。 

 審理員は、審査請求人と本件処分を行った

処分庁である県教育委員会の双方に対し、弁

明書、反論書等の提出を求め、また、口頭意

見陳述を実施するなどして審理を行い、意見

書を作成します。 

 本件に係る議会のかかわりですが、地方自

治法の規定により、知事は、裁決を行うに当

たって議会に諮問することが義務づけられて

おり、今回、議会の御意見を伺うものです。 

 なお、図において裁決から下、点線でお示

ししておりますが、審査請求人が知事の裁決

に不服がある場合は、当該処分の取り消し訴

訟を提起することができます。 

 61ページにお戻り願います。 

 ２、事案の概要でございます。 

 (1)平成28年２月23日、公立小学校教諭で

あった審査請求人は、所属校の職員室におい

て、同僚教諭２人のそれぞれのパソコンに接

続されていたＵＳＢメモリー２本を窃取しま

した。さらに、そのうち、児童の通知表や連

絡網等の電子データが記録されていた１本を

報道機関に送付し、秘密を漏えいしたもので

す。 
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 (2)処分庁である県教育委員会は、このよ

うな事実を踏まえ、教育に携わる者として決

して許されないあるまじき行為であり、学

校、教育そして本県教職員全体の信頼、信用

を著しく傷つけたとして、平成28年10月３日

付で、審査請求人を懲戒免職処分としまし

た。 

 そして、この懲戒免職処分を前提として、

今回の諮問の対象であります退職手当につき

まして、全部を不支給とする処分を同日付で

行っております。 

 ３、審査請求人の主張でございます。 

 審査請求人は、退職手当に係る全部不支給

処分の取り消しを求めております。 

 その理由として、本件処分には、本件非違

行為に至った動機、本件非違行為当時の精神

状態等の事情が考慮されておらず、裁量権の

逸脱、濫用が明らかである懲戒免職処分を前

提になされたものであるから、本件処分も取

り消されるべきと主張しております。 

 ４、処分庁、県教育委員会の主張でござい

ます。 

 処分庁は、本件審査請求の棄却を求めてお

ります。 

 その理由として、本件処分は、懲戒免職処

分を前提とし、熊本県職員等退職手当支給条

例などに基づき、非違行為の内容及び程度等

を勘案し適正に行ったものであり、退職手当

等の一部不支給処分にとどめる特に参酌すべ

き事情等は認められないと主張しておりま

す。 

 ５、審査庁の考えでございます。 

 まず、判断の根拠となる退職手当に係る支

給制限処分の考え方について説明いたしま

す。 

 退職手当の支給の根拠となる退職手当条例

及び運用通知において、懲戒免職処分がなさ

れた職員に対して、退職手当の支給制限処分

ができることが規定されております。 

 なお、退職手当の支給制限処分には、全部

不支給と一部不支給の２種類がございます。 

 ここで、63ページをお開き願います。 

 中ほどに、熊本県職員等退職手当支給条例

(抄)の第12条の規定を抜粋しております。 

 ３行目後半分からアンダーラインをつけて

おりますが、懲戒免職処分を受けて退職した

者については、当該退職をした者が占めてい

た職の職務及び責任、勤務の状況、非違の内

容及び程度、当該非違が公務に対する信頼に

及ぼす影響などを勘案して、全部不支給とす

るか一部不支給とするかを判断することにな

ります。 

 また、運用通知においては、懲戒免職の場

合、非違の発生を抑止するという制度目的に

留意し、原則は全部不支給とされておりま

す。 

 また、一部不支給にとどめることを検討す

る場合であっても、公務に対する信頼に及ぼ

す影響に留意して、慎重な検討を行うものと

しております。 

 なお、この取り扱いは、国に準じた取り扱

いであり、他県においても同様の取り扱いが

なされております。 

 こうしたことを踏まえ、審査庁といたしま

しては、本件審査請求の裁決を行うに当た

り、退職手当に係る処分が退職手当条例等の

関係規定に基づき適正に行われたか、退職手

当等の一部不支給処分にとどめる特に参酌す

べき事情等があったのかという観点から判断

することになります。 

 申しわけありませんが、資料61ページの

５、審査庁の考えにお戻り願います。 

 審査庁といたしましては、本件審査請求を

棄却すべきと考えています。 

 その理由といたしまして、まず、処分庁が

本件処分の理由としたＵＳＢメモリーを窃取

したこと、児童の個人情報などの秘密を漏え

いしたことという非違行為については、審査

請求人も認めております。 

 また、審査請求人が考慮されるべきとする
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動機につきまして、審査請求人は、平成27年

12月に実施された県学力検査において、県へ

の結果報告に不正があったと考え、義憤に駆

られたものと主張しております。 

 しかしながら、同学力検査とＵＳＢメモリ

ーの窃取とは関係がなく、審査請求人の供述

等から、秘密の漏えいも含め、同僚教諭への

嫌がらせが目的であったことが認められま

す。 

 一方、非違行為当時の精神状態につきまし

ては、非違行為以前から鬱病について診療を

受けていたことは認められますが、非違行為

前における診療回数、薬の処方などに変化は

なく、ＵＳＢメモリーを報道機関に送付する

に当たって、第三者を装いＵＳＢメモリーを

紛失した教諭の処分を願う旨の添え書きを作

成するなど、当時の精神状態が非違行為に影

響を及ぼしたとは認められません。 

 処分庁は、このような事実を踏まえ、本件

非違行為の内容及び程度、児童、保護者及び

教職員等に与える甚大な影響、学校教育への

信頼の失墜などを勘案し、退職手当条例等に

基づき退職手当の全部不支給を決定しており

ます。 

 処分庁が行った本件処分について、退職手

当条例等に反する点は認められず、また、退

職手当等の一部不支給処分にとどめる特に参

酌すべき事情等も認められないことから、処

分は適当であると認められます。 

 なお、懲戒免職処分については、別途、県

人事委員会に審査請求が行われておりました

が、昨年７月に、懲戒免職処分を承認する裁

決がなされたところでございます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、諮問第１号について質疑を

受けたいと思います。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 私は、本件審査請求は棄却す

べきだというふうに思いますが、その前提と

して、懲戒免職処分というのは、やっぱり公

務員法の中では最も重い処分であり、それと

退職金は別ですよという論理は成り立たない

というふうに思っておりますので、棄却すべ

きだというふうに思っております。 

 ただ、一つ質問したいのは、これは行政処

分の内容でありますが、今内容の話を聞け

ば、当然刑事告発に値するものだというふう

に思っておりますけれども、刑事的な部分に

ついての対応をどうなさったのか、もしわか

れば教えていただければと思います。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 このＵＳＢメモリーが窃取された後、学校

側のほうで、警察署に盗難についての申し出

があっております。それを受けまして、当該

審査請求人は警察のほうに逮捕されたという

状況がございます。 

 その後、結果としては不起訴ということに

なったというふうに確認しております。 

 

○前川收委員 はい、ありがとうございま

す。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 それでは、議案諮問第１号に対する答申に

ついて、本件審査請求は棄却すべきか、認容

すべきか、いかがいたしましょうか。 

  （｢棄却すべき」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 ただいま、棄却との声が

ありましたが、本件審査請求は棄却すべき旨

答申することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認めます。
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よって、本件審査請求は棄却すべき旨答申す

ることに決定いたしました。 

 次に、その他に入りますが、今定例会にお

いては、３月に後議分の委員会もありますの

で、本日は急を要する案件についてのみ質疑

をお願いいたします。 

 

○前川收委員 急を要するかと言われると疑

問がありますが、実は、後議分の中で御説明

あるのかもしれませんが、御提案も含めて聞

きたいと思いますが、交通政策課でありま

す。 

 三里木から分岐して空港まで至る新しい路

線をつくるということで、大変ありがたく思

っていますし、よく頑張っていただいている

というふうに、基本的には思っております。 

 ただ、軌道をつくるというのは非常に難し

いというんですかね、一般土木とはちょっと

違うなと思いながら、ＪＲとかなり、運行さ

れるＪＲとの緻密な協議というのが絶対的に

必要になるし、また、コンセッションでつく

っていただく新しい空港ビルとの整合もとら

なければいけませんが、そのスピード感とい

う前提を持ってみれば、何か新しい室とか、

専門性を持った部署をおつくりになるのかど

うか。今回の話では、まだその話は聞いてお

りませんけれども、御説明では聞いておりま

せんが、現行のままでやられるのか、もしく

は新しく専門セクションをつくられるのかど

うか、その点だけ、お考えがあればお答えい

ただければと思いますけれども――聞かない

ほうがよかったか。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 組織体制については、部のほうの要求も聞

きながら、今一生懸命考えているところでご

ざいますので、年度末には公表できるかなと

いうふうに思っております。 

 

○前川收委員 わかりました。ぜひ、そうい

った体制づくりというのがないと、なかな

か、これは専門性を有する部分と、外との打

ち合わせがすごく大変ですし、また、用地交

渉等も非常に大事だと思っておりますので、

スピード感を持つために、ぜひよろしくお願

いします。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかにありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、陳情書等が５件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 これをもちまして第６回総務常任委員会を

閉会いたします。 

  午前11時17分閉会 
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